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1 R3.1.8 R3.3.3

(1)（２産労金金第１０５９号）令和２年度東京都中小企業制度融資要項の一部改定
について
(2)（２産労金金第１１６７号）令和２年度東京都中小企業制度融資要項の一部改定
について
(3)（令和３年１月４日付事務連絡）令和２年度東京都中小企業制度融資要項の一部
改定について（通知・協力依頼）
(4)（令和３年１月８日付事務連絡）令和２年度東京都中小企業制度融資要項の一部
改定について（通知）

246 1 産業労働局金融部金融課

2 R3.1.8 R3.3.3

「テレワーク東京ルール」実践企業宣言について、
①都ＨＰのこのページに記載されている＜宣言企業とテレワーク求職者とのマッチ
ングイベントなど＞の詳細が記載された一切の文書（実施計画中の分も含む）
②この施策開始前に、見込んでいた参加企業数が分かる一切の文書

1

①宣言企業とテレワーク求職者とのマッチングイベン
トは、今後に向けた検討段階のため、当該公文書を作
成及び取得しておらず、存在しない。
②当該公文書を作成及び取得しておらず、存在しな
い。

産業労働局雇用就業部労働
環境課

3 R3.1.8 R3.3.3

(1)「テレワーク東京ルール」定着に向けた取組（令和２年度：三定補正）
(2)令和2年10月16日付２財経二契第397号の２委託契約書「TOKYOテレワーク推進企
業宣言制度（仮称）」企業登録ウェブサイト作成業務委託
(3)令和2年10月21日付２産労総総契第663号委託契約書テレワーク普及啓発新聞広告
掲載業務委託
(4)令和2年12月8日付２産労総総契第931号請書「テレワーク東京ルール」実践企業
宣言制度に係る普及啓発チラシ用データの作成

1 1 1 1 1

・受託者が保有する販売上の情報であって、公にする
ことにより、受託者の事業活動が損なわれると認めら
れるため
・偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすおそれあがある
ため
・本取組に係る事業は現在執行中である。そのため、
現段階で予算の明細を明らかにすることで、今後の契
約予定案件やその予定金額を類推できる可能性がある
ことから、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるため
・事業イメージは検討に関する情報であって、公にす
ることにより未成熟な情報が確定した情報と誤解され
都民の間に混乱を生じさせるおそれあるため

産業労働局雇用就業部労働
環境課

4 R3.1.8 R3.3.3
令和３年１月７日付２産労雇労第1604号　「テレワーク緊急強化月間」及び「出勤
者数の７割削減」の取組について

11 1
産業労働局雇用就業部労働
環境課

5 R3.1.8 R3.3.3

１月８日より発出された緊急事態宣言にあたり、小池知事が７日の記者会見で＜東
京はテレワーク緊急強化月間＞との発言があったところ、
②この宣言発出あるいはこの強化月間にあたり、①とは別に東京都として取るテレ
ワーク推進策（例えば各種広告、都提供番組での紹介など都として発信するもの）
の全てとそれにかかる予算が分かる一切の文書
③①とは別に、東京都より企業や業界団体などに発信したテレワークや時差出勤推
進などオフィス出勤にともなうコロナ感染リスク軽減のための方策を求める通知

※①とは、月整理番号４の案件を指す。

64 1

②緊急事態宣言発出あるいはテレワーク緊急強化月間
にあたり実施した事業はないため、該当する文書は存
在しない。
③都より企業や業界団体等に発信した通知はないた
め、該当する文書は存在しない。

産業労働局雇用就業部労働
環境課

6 R3.1.8 R3.3.3 宿泊施設テレワーク利用促進事業　事業概要資料 1 1
産業労働局観光部受入環境
課

7 R3.1.4 R3.3.5 感染拡大防止協力金に係る今後の対応の想定について 1 1
産業労働局総務部企画計理
課
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8 R3.1.4 R3.3.5 感染拡大防止協力金に係る今後の対応の想定について 1 1
産業労働局総務部企画計理
課

9 R3.1.20 R3.3.19 感染拡大防止協力金に係る今後の対応の想定について（案） 3 1
産業労働局総務部企画計理
課

10 R3.3.11 R3.3.22

・国有農地等境界画定事業
　日野市大字日の６０８番１実測図
・国有農地等境界画定事業
　日野市大字日の６１０番実測図

2 1
産業労働局農業振興事務所
農務課

11 R3.1.22 R3.3.23

①令和２年12月１日、小池百合子東京都知事が菅義偉内閣総理大臣に面会した際
に、東京都側から提示した資料一式
②上記の面会に向けて都の対応について検討を行った知事ブリーフィングで用いた
資料一式

請求内容の①及び②にかかる公文書は、ホームページ
で公表されているもののみであるため

産業労働局総務部総務課

12 R3.3.12 R3.3.24
東京職員に関し、平成30年3月以降で、初めての異動がいつ（年、および月）につい
て記載された文書（履歴カード）

1 1
履歴カードは職員の人事記録が記載された文書であ
り、個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであるため

産業労働局総務部職員課

13 R3.3.12 R3.3.24

東京都立中央・城北職業能力開発センター再就職促進訓練室が発行した、以下のマ
ニュアル全部

平成29年度委託訓練
（介護福祉養成科）（保育士養成科）（義肢装具科）
受託校向け事務処理マニュアル

1
当該公文書は、現時点において廃棄済であり、現在は
存在しないため

産業労働局中央・城北職業
能力開発センター再就職促
進訓練室


